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者であり、彼らのタイムラインには首相ページで投稿
された内容が流れていることになる。なかには筆者の
ような外国人も含まれているが、フォローワーの多く
はラオス人である。したがって、様々な改革政策や成
果をFBの首相ページを通じて発信すれば、少なくと
も約12万人のユーザーにアピールできる。首相ページ
の投稿には「いいね！」が押され、またシェアもされ
るので、実際に情報を受け取るユーザーの数は12万人
を超えている。
ユーザーは情報を受け取るだけでなく、首相ページ
への投稿にコメントもする。当初は、就任直後から様々
な問題解決に取り組む首相の姿勢を賞賛するコメント
がほとんどであった。しかし次第に首相に対して問題
や意見を提起するコメントが増えていった。たとえば
ユーザーは、〇〇県や〇〇村では〇〇企業の土地問題
がある、〇〇県の国境税関では不当な料金を請求して
いるなどの問題を提起している。
そしてこれらの投稿に対して政府は徐々に回答を示
すようになった。FBのコメント欄を通じての回答は
ほとんどないが、国民の意見や質問への回答とみられ
る投稿がされている。また、政府報道官が行う毎月の
定例記者会見において、首相ページに投稿された国民
のコメントに対する政府見解を示すこともある。たと
えば未加工木材の全面輸出禁止に特例が設けられ、そ
れに対する批判的なコメントが首相ページに寄せられ
た際、報道官はすでに輸出契約が済み輸出向けに加工
されたものに限定していることなどを会見で説明し、
抜け道を作ったわけではないと国民に理解を求めた。
もちろんすべてのコメントに対して回答するわけでは
ないが、首相関係者が首相ページに投稿される国民の
意見や提案に目を通していることは間違いないだろう。
つまり首相ページは政府と国民との対話チャンネルと
して機能するようになったのである。
現在、政府はSNSやインターネットを、国民の意見
や末端の問題を把握し、情報を発信するためのツール
として積極的に活用している。党や政府は長年秘密主
義を貫いており、決定や政策の詳細が公表されること
はほとんどなかった。印刷出版物も少なく普及してい
ないため、ラオスはとにかく情報を得ることが難しい
国であった。しかしラオスにもインターネットの時代
がやってくると、政府は法律、政令、通達など多くの
文書を公開するようになった。また首相府や各省庁が
ホームページをもち、法案へのパブリックコメントや
国民からの意見・提案を募集している。
意見伝達の様々なツールが制度化されることは、国
民にとっては意見を政府に伝えるチャンネルが増え、
自らの不満を少なからず解消できるとともに、問題が
解決される可能性が高まることを意味する。特に政治、
経済、社会などの様々な問題解決に取り組むトーンル
ン首相への期待は高く、首相にさえ意見が伝われば問
題が解決されるのではないかという雰囲気が社会に漂
い始めている。一方政府にとっては、社会問題を把握
し、国民の多様な意見や不満を幅広く吸収することで、
問題解決に生かすことができる。実際、首相もなるべ
く国民の要望に沿って問題を解決し、党への信頼を回
復しようと懸命に取り組んでいる。
以上のように、首相ページを筆頭にSNSは政府と国
民の対話ツールとして機能するようになった。しかし
今後も同様の機能を果たし続けるかはわからない。一
部のユーザーの間では、首相ページなら何をコメント
しても大丈夫という雰囲気も醸成されており、辛辣な
コメントも増え始めた。コメントが反体制・反政府的
と捉えられれば、当局は平気でユーザーを拘束するだ
ろう。それは2014年の規制強化以降の政府対応をみれ
ば明らかである。また規制を強めれば、国民が正直に
コメントを書き込まず、政府が国民の意見や不満、ま
た社会問題を把握できなくなる可能性がある。首相
ページが今後も政府と国民の対話チャンネルとして機
能するには、双方が上手くバランスをとり続けること
が重要になる。
（やまだ　のりひこ/アジア経済研究所　在ヴィエン
チャン海外調査員）
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